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T九州保健福祉大学大学院 (通信制)連合社会福祉学研究科博士 (後期)課程
開発と生活の質の理論枠組みの構築と実践
―インドの貧困層の精神的側面のニーズに関する研究―
橋本 由紀子
キーワード:生活の質,バルネラビリティー ,NGO,精神的
ニーズ,ソー シャルワー カー
1.研究の背景と目的
1)問題の所在
途上国における社会開発の目的「生活の質」の定義が不
明確なまま,生活水準の向上,教育,医療,雇用の促進に
焦点があてられる一方で,精神的側面の不安定さへの配慮
が軽視されている。所得が増加すれば,途上国の貧困層の
問題の大半が解決されるとの誤解があり,開発支援の重点
はいまだにBHNに基づく生活水準の向上にある。しかし,イ
ンドなどの開発途上国では,経済発展とグロー バル化の影
で貧富の格差が広がり,不公平感やストレスなどの要因で,
人々の精神生活の安定は脅かされているのが現状である。
2)研究目的
本研究の目的は,茨の3点である。
(1)インドの貧困層の人々の精神的側面の不安定さを一連
の調査で明らかにする。
12)本論第一部で検討・構築したD―QOL指標に基づく調
査により,貧困層の生活の経済的な改善が,精神的側面の
安定に必然的に結びつくものか否かを検証する.
0貪困層の人 の々精神的側面の安定を重視するD―QOL
アプロー チの実践として「タネプロジェクトJの提案を行う.
2.研究方法
第1部:理論考察(理論の比較と指標の開発)
(1)人間開発アプロー チと生活の質アプロー チの比較をセンと
QOL理論考察により行う.
(21開発と生活の質アプロー チ,D QOL(Development』
Quality of Life)の理論枠組みを構築し,WHOの開発し
たQOL 100を基にD‐QOL指標を提示する.
第Ⅱ部:フィー ルド調査と仮説検証
(1)社会的に不利な立場にある人々 (バルネラビリティー を抱
える人々)を対象にした一連の調査で,人々 の精神的側
面がいかに脅かされているかを明らかにする。
② 第 I部で提示したD QOL指標による調査から,本研究
の仮説「貧困層の人々にとって,物質的生活状況の改善
が,精神的側面での安定に必然的に結びつくとは限らな
い」を検証した。
第lII部:D―QOLアプロー チ実践の総括・総合考察
調査に基づき,貧困層の人々の精神的側面の安定とエン
パワメントを重視するネットワーク型D QOLアプロー チの実
践化タネ・プロジェクトを試案した.
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4.論文の構成
本論文は第 1部理論考察,第H部フィー ルド調査,第Ⅲ
部総括 (D―QOLの実践化タネプロジェクトの提案)からな
る。
第 I部 理論的考察 :開発協力の展開と「生活の質」
第H部 一連のバルネラビリティー を抱える人々に対する
フィー ルド調査 :調査と実践
第Ⅲ部 総括(D QOLの実践化,タネプロジェクトの提案)
3.結論と今後の課題
1)初期の量的D―QOL調査結果からは経済的 。物質的
ニーズの充足と精神的ニーズの相関関係は高いという結果
が出た。しかし,4年後の調査で,経済的。物質的ニーズ充
足度が増しても,精神的ニーズ充足度は減少した地域や
人々も多いことが判明し,本研究の仮説「経済的側面のニー
ズ充足が,必然的に精神的側面のユーズ充足につながると
は限らない」の証明ができたと考える。また,質的調査でも,
急速な経済発展は人々の精神的側面を脅かす場合が多く,
D―QOLの向上は単に経済的物質的支援のみでは達成でき
ず,精神的側面への支援を重視すべきことが明らかになっ
た.
2)D―QOLアプロー チの実践の試案タネ・プロジェクトで
はNGO,ソーシャルワー カー,地域住民組織CBOの協働を
主とする,参加型のホリスティックなアプロー チを採用し,ネ
ットワー ク形態で,質的調査から,その有効性が示された。
3)D QOLアプロー チ実践は,地域住民の生活の質に密
着した住民組織化,社会変革を起こす政策提言のできる有
能なソー シャルワーカーやNGOの活躍に期待できる。D―
QOL指標は,開発NGOや国際協カプロジェクトの評価指
標としても有効であると考えられる。
開発と生活の質は,発展段階で複雑に変容し,多様化し
ている。アルコー ル依存,AIDs問題,十代の非行問題など
の社会問題の増加,ストレス要因の増加などにより,精神科
医療費の増加が指摘されている.途上国の貧困層のD
QOL向上のための支援は,精神的側面の分析を欠いた,
客観的指標やハード面のみに焦点を当てた理念では,
対応できない。D―QOLアプローチの固有の視点である
vulnerabilityの除去と,同時に,制度・政策による社会開発
の限界を認識し,センの潜在能カアプロー チと補完的かつ
独自の存在意義を持つD―QOLアプロー チの導入により,住
民主体で,精神生活の安定とD―QOL保障を実現できるよう
にソー シャルワー カーが支援を推進していくことイま,重要な理
念として位置づけられると思われる。
二
?
?
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地域包括ケアシステムの構築に向けた
専門職連携の実践力評価に関する研究
―メゾ・ミクロ領域を焦点化した
連携実践基礎力評価尺度の開発一
川崎 順子
キーヮード:連携,評価尺度,メゾ・ミクロ領域,専門職,
連携,地域包括ケアシステム
1.研究の背景と目的
地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みが進めら
れているが統合的にケアが提供されていないという指摘が
ある。統合的なケアの提供体制を構築していくためには,保
健,医療,福祉の連携システムとして機能させていくことが
重要となる。そこで本研究では,地域包括ケアシステムの構
築に向けた連携機能に着目し,特にミクロ領域における多職
種関連携,メゾ領域における機関間連携の実態を明らかに
し,ミクロ領域における連携がスムーズに行われるためには
どのような実践力を備えることが必要であるのかを探求し,
連携実践力の評価に資する項目の抽出を試み,連携を促
進していく実践力の養成に活用できる基礎力の評価尺度を
開発することを目的とした.
2.研究方法
研究を3段階に設定し,文献研究と6つの調査研究を行
った。調査は, メゾ領域として地域包括ケアシステムの中核
機関である地域包括支援センターと社会福祉協議会,ミク
ロ領域として介護支援専門員を調査対象とした。調査は,
連携の実態調査,連携に関する評価項目抽出調査,評価
項目検証調査である。
3.結果
調査研究 1では地域包括支援センターと社会福祉協議
会との連携状況実態把握を行い,調査研究2では介護支
援専門員の連携状況を把握した。その結果,幅広い機関や
専門職との連携が行われている現状にあることが明らかとな
った。しかし,連携はしているが役に立っていない現状にあ
ることも示唆された。行政,地域包括支援センター ,社会福
祉協議会の三者は,ある程度連携がなされているという調
査回答を得た。一方,介護支援専門員の連携状況では,
地域包括支援センターとの連携はあるが,行政,社会福祉
協議会との連携は十分になされていない状況にあった。また,
介護支援専門員は,連携のしづらさにおいて医療領域との
連携に多くの課題を認識している状況が抽出された。特に,
専門職間の価値観の差異が影響を及ばしていることが推察
された。
調査研究3では地域包括支援センターに所属する主任
介護支援専門員と社会福祉協議会職員に対してグループ
インタビュー調査を実施し,連携にお要とされる構成要素と
して【連携しやすい環境の整備】【連携に必要な心構え】【連
携のための理解と行動】の3つのカテゴリー に集約した.こ
の抽出された構成要素と先行研究を比較したところ,類似
する内容が含まれていることが明らかとなった,特徴としては,
連携を促進していくためには欠かせない具体的要素として
【連携にあ要な心構え】が抽出されたことであり,ここに他の
評価尺度には含まれていない項目として,オリジナリティを見
出すことができた.さらに,埼玉県立大学(2012)のIPWに必
要な専門職の実践力として3段階を設定しているが,その
上台となる「対人援助の基本となる力」の部分が多く子由出さ
れた。
調査研究4では,介護支援専門員を対象として調査した。
連携を促進していくためには欠かせない基本的要素として
【連携に必要な心構え】の項目の「自分の先入観で連携の
相手を判断しないこと」「職種や役職によって躊躇しないこ
とJ「意見が合わない場合でも感情的にならないこと」の3項
目についていずれもその心要性が高い数値を示し,連携を
促進していくためには欠かせない要素であることが明らかと
なった。また,連携のしづらさ,難しさの感じている状況が
87.4%と高い数値を示しており,未だ連携がスムーズに行わ
れる状況には至っていないことを見出した,特に医療領域と
の連携に難しさを感じている意見が集約されたことは,連携
に係る専門職が双方に共通して連携に必要とされる実践力
を備えていかなければ,連携が促進される状況に至らない
現状であることが確認された。
調査研究 5。6では,調査研究 3・4によって抽出された
構成要素を基礎的資料として23の評価項目を設定し,地域
包括支援センターと社会福祉協議会の職員,介護支援専
門員を対象に連携に係る評価項目の信頼性と妥当性,再現
性を検証した。また,連携実践力を測る評価項目の有用性
について「かなり役に立つJが41.4%,「少しは役に立つJが
48.1%を示し,評価項目が連携実践力を評価する際の一つ
の子旨標になり得ることが明らかとなった.
最終的に,「連携関係形成力」「対人関係基礎力」「共通
理解促進力」の3因子18項目に整理し「連携実践基礎力評
価尺度Jとして開発した.この評価尺度の特徴は,一つに連
携がスムーズにいくための連携に係る専門職の意識度合を
確認するものであること,二つに連携の場面を特定したもの
ではないこと,三つに対人関係基礎力の項目設定をしたこと
の二つであり,ここに本研究の独自性,新規性を見出すこと
ができたと考える。
4.今後の課題
本研究で開発した「連携実践基礎力評価尺度」が連携教
育の場においても活用できるように試行していき,連携教育
プログラムに反映できるように活用方法を確立していきたい
と考える。
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介護福祉領馘における鍼灸治療の認知度と活用の可能性
糀谷 大和
キーワード:介護保険。通所介護・鍼灸。東洋医学
1,研究の背景と目的
介護保険制度は,2000年の施行後改正を繰り返し2006
年度には介護予防の概念が提唱された。介護予防では,
下肢筋力低下による寝たきり防止や認知症予防が重要視さ
れた。筋力低下予防のために,トレーエングマシンを用いた
機能訓練の効果についての報告は多数存在するが,代替
法,併用および補完療法の報告は少ない。鍼灸治療は,医
療分野では代替医療,補完医療として広く用いられ,世界
保健機関(WHO)や国立衛生研究所 (NIH)においても有
効性が証明されていることから,機能訓練との併用あるいは
代替法として有効であると考えられる。
本研究の目的は,介護福祉領域において鍼灸治療が代
替法となるか,需要が存在するかを検討することであつた。
研究結果を総合して考察することにより,介護福祉領域にお
ける鍼灸治療の今後の活用方法や,認知度を高めるための
方策の手掛かりを得ることができ,鍼灸治療が汎用性を持っ
て介護福社の現場で普及することの一助となると考えられる.
2.研究方法
1)'ナ売灸治療活用の現状に関する文献的検討
国立国会図書館サーチ (NDL Search),国立情報学研
究所 (CiNii Articles)などを利用し関連論文を収集したうえ
で検討を加えた.
2)介護保険制度における東洋医学の現状認識と資源とし
ての可能性
(1)東洋医学的療法資格者に関する質問紙調査
T市内の居宅介護支援事業所,地域包括支援センター の
ケアプラン作成者51名を対象にして無記名式の質問紙を郵
送し職員から回答を得た.
(2)鍼灸治療効果に関する聞き取り調査
T市にあるK通所介護事業所利用者30名を対象にして利
用者に聞き取り調査を行った.
3)介護福祉領域における東洋医学的療法の認知度と活
用の可能性
無作為抽出した,全国の通所介護施設管理者330名を対
象にして,無記名式質問紙を郵送し回収を得た。
4)通所介護施設における
'威
治療とマシントレーニングの効
果に関する介入研究
K介護リハビリセンター 利用者23名(介入群),K居宅介護
支援事業所利用者7名()F介入群)の合計30名を対象とし
た。介入は2014年4月から7月にかけて,K介護リハビリセ
ンターにおいて実施された。介入群はマシントレーニング群
(11名)と,',コ売治療群(12名)に本人の希望に基づいて分けら
れた,
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マシントレーニング群は,レッグプレス,レッグエクステン
ション,ロー イング,ヒップアブダクションを,週2回,3ヵ月
実施した。,ナF莞治療群では「粒
',I売
」を用いて,鍼灸師が経穴に
週 2回,3ヵ月間治療を行った。評価は,痛みの評価として
NRS(Numerical Rating Scale),健康関連QOLの評価とし
てのSF 36①(MOS 36-Item Short‐Form Health Survey),
また,筋力の評価としてトレーニングマシンに搭載されてい
る自動筋力測定器による最大筋力値を用いて介入前後に
評価した.
3.結論と今後の課題
介護福祉領域で鍼灸治療を普及させるためには,ケアプ
ランに鋭灸治療が記載され,鍼灸師が介護施設に雇用され
ることが望ましい。しかし現状では,ケアプラン作成者,通
所介護施設管理者は
'ナ
F文灸の名称は認識しているが,業務
を完全に理解するには至っていない。また,通所介護施設
管理者は,機能訓練指導員に該当しない鍼灸師の雇用に
消極的であることが示唆された。
介護施設においては,非侵襲の粒鍼を用いて,利用者,
施設関係者の鍼治療に対する抵抗感を少なくしつつ,利用
者の保有疾患の疼痛軽減作用を与えることが可能であるこ
とが介入研究によって示された。また,粒鍼はセルフケアに
用いることが可能なことから,介護保険施設において鍼治療
の可能性を広めるひとつの手段と考えられた。鍼灸師立ち
合いのもとで,利用者が粒鍼を用いてセルフクアを行い痛
みの軽減を得ることにより,鍼治療の効果を介護保険関係者
や利用者が認識すること1こ繋がり,その認識が定着すること
により,将来的に鍼灸師による豪鍼を用いた治療が介護施
設に導入されるきっかけとなる可能性が示唆された。
本研究の結果を踏まえ,地域包括ケアシステムの基本理
念である統合医療活用の実践,つまり鍼灸治療の実践が,
介護保険認定者の保有疾患の痛みの抑制に寄与し,ADL,
QOLの低下防止に役立ち,介護度の悪化を防ぎ,介護対
策費の抑制にも繋がると提言する。
今後は,介護保険関係者の東洋医学的療法に対する認
識をより包括的に検討するために,介護保険利用者の主治
医として心身状態の管理を行う医師や,介護保険の被保険
者となる65歳以上で現在介護保険を利用していない者の東
洋医学的療法に対する意見を抽出することが必要である.さ
らに,今回粒鍼を用いて示唆されたマシントレーニングと鍼
治療の機能訓練における効果の差異を,豪鍼や円皮
'l或
を
用いてマシントレーエングと比較検討するる要があると思わ
れる。また,豪
'減
と粒
'城
,粒鍼と円皮鍼の効果の差異も介入
研究を通じて行うことも必要と考えられる。
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独居高齢女性へのインフォー マルサポート形成要因
―質的アプロー チによる考察―
岩永 耕
キーワード:ノー シャルサポート,独居高齢女性,近隣,
友人,質的調査
1.研究の背景と目的
(1)研究の背景
独居高齢者世帯はこの30年足らずに3倍以上に増えたと
されており,彼らの7%は会話の頻度が2週間に1回以下
で将来に不安を感じる人が6割もいる。そのような中,なじ
みのある人間関係は安心感と信頼感を維持し,助け合いや
互助を高めるとされ,在宅で暮らすには多様な社会資源を
ニーズに合わせて結び付けていく必要があるとの報告もある。
先行研究を見ると,これまでに高齢者の社会関係について
量的に調べたものは多いが,それでは結果を深く解釈するこ
とが困難であり現実の社会の中で複雑に連関している「要
因」や「背景」を明らかにするには,質的研究の方が適して
いるという指摘もある.
(2)研究の目的
女性は友人関係を引き出す文脈が豊富ではないかと考え,
本研究では独居高齢者の中でも女性に着目し,彼女らとイ
ンフォー マルな他者との関係性の実態について調べ,質的
手法によって彼女らが持つ「つながり」の要因や背景,経過
を明らかにすることを目的とした。また,近隣や友人による独
居高齢者への現実的なサポートを見いだすことで,高齢者
を取り巻く孤立の悪循環を打破するため,インフォー マルな
他者のうち,「近隣」と「友人」の相違も明確にすることも目的
とし,独居高齢者の孤立防止のための取組みも提言する。
2.研究方法
(1)研究の方法と構成
序章では独居高齢者の孤立や,サポートの結びつけ,
ソー シャルサポート(以下SS)に関する先行研究について述
べ,研究の目的を示した。第1章ではSSの定義を整理した.
第2章では研究全体のリサーチクエステョンと各調査研究
の構成を示した。第3章ではSSに関する論文を抽出し,近
隣住民との相互関係や独居高齢者へのサポートに関する知
見を分析した。第4章では,専門職から独居高齢者が抱え
る課題等について調査を行った。第5章では独居高齢女性
18名のサポートの授受や頻度を調べた.第6章では,その
うちの4名の,親しい他者との関係や重要度の変容を調べ
た。終章では,それまでの知見を精査し提言にまとめた。
(2)調査対象地域
高齢化や独居高齢者在住率が全国平均割合に近いP県
Q市を対象地域とした.
3.結論と今後の課題
(1)結論
1)近隣・友人・娘からのサポート
①独居高齢女性には近隣から日常的にゆるやかな情緒
的サポートの提供があるが,健康な足腰が不可欠である.
②商店等のスペースは外出する動機づけになり,孤立防止
効果が可能で,③特に農村部では,住民同士のつながりが
密で近隣には相談できず,近隣は独居高齢者を情緒的に
支えるのに不向きである.④娘に相談する女性は娘が市内
か県内市外に住む傾向があり,⑤友人とは互いに選考 。信
頼し合い,近くに住んでいないと娘には悩みを相談せず,特
に市街地ではどんな悩みも友人に相談し,⑥独居になること
で互いの訪問機会が増え,ポジティブな効果も期待できる。
⑦サポート源の順位付けは,頻度よりも情緒的に頼っている
度合いや愛情の影響が大きい。①温泉施設はゆったり話す
のに適し,その孤立防止機能を行政は理解するネ要がある。
③近隣は日常的にゆるやかなサポートを期待できるが,互
いに道度な距離を保持すべき,⑩何気なさこそがインフォー
マルな社会資源の特徴で,①ゆるやかな情緒的サポートを
する近隣と,悩みを打ち明けられる友人の両方のつながりを,
個 に々適した形のミックスが重要 (「サポートミックス」と定義)
で,⑫特に信頼している近隣は「近くに住む友人」に変容す
る(「友人化した近隣」と定義).
2)罪と恥の意識と悪循環
①独居高齢者には,「サポートを活用することでそれまで
の自分からの逸脱するJという「恥の意識Jが働く可能性があ
る。②積極性を促すよりも恥の意識をとり除く丞要がある。③
高齢になると身体的に衰え,できない行動の増増加や行動
範囲の縮小のためさらに消極的になる場合がある.④外出
や他者との交流の減少で,さらに衰える悪循環にlF日る危険
性が増大する.⑤悪循環防止には誰でもサポートを活用し
ていることを,専門職や親族が繰り返し伝え,罪や恥の意識
を意図的に取り除くと同時に相互扶助の意識を共有するお
要がある。
(2)提言
提言として,以下の7項目を挙げた。
①行政による公共の場でのスペースを確保とスーパーや
商店への啓発。②行政による規模に適した温泉施設への補
助の支給.③社協らによる,高齢者らが集える小規模な
「場Jを住民が開設できる仕組みづくり,④市町村による自治
会・町内会への補助.⑤国によるフンコインサービスヘの補
助.⑥国土交通省による「貨客混載」対象地域限定の緩和,
⑦関係者による高齢者の「罪や恥Jといった「負」の面の理解.
(3)今後の課題
今後の課題は,SSの地域による差具や性差の比較検証,
また娘の自己効用感 。満足感や,近隣が情緒的サポートに
不向きである点等について調べ,明確化することである。量
的調査による結論の検証も重要である。
